
31　「５Ｇ」を活用した遠隔医療の推進について

主管省庁（内閣官房，内閣府，総務省総合通信基盤局，厚生労働省）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　遠隔医療や８Ｋ，ＡＩ等の医療分野への活用の推進
　　・　医療・介護・健康データ利活用基盤高度化事業　　6.5億円（総務省）
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P76）
　◇　地域におけるSociety5.0の推進
　　・　５Ｇ，４Ｋ・８Ｋ映像を活用した遠隔医療などの取組を地域の実情に応じて
　　　　実装・推進していくことにより，医療機関の少ない地方における専門的な
　　　　医療の充実を図る。
【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P93）
　◇　地方創生の実現に向けたＩＣＴ／ＩｏＴ地域実装の推進等
　　・　我が国が抱える様々な社会課題を，５Ｇを活用した遠隔医療等によって解決。
《公明党 マニフェスト2019》（P15）

県担当課名　　病院局経営改革課
関係法令等　　電波法，電気事業通信法，医療法

　■　全国的に医師不足や医療機関，診療科の偏在が大きな課題となっており，
　　本県でも県南部や県西部の患者は，県央部と比較して，
　　適切な診療科・専門医の診療を受けづらい状況にある。

　■　働き方改革が求められているにもかかわらず，専門医がへき地等の
　　医療機関へ応援診療を行うためには，病院間の移動に数時間を要しており，
　　「地理的ハンディ」が医師の業務の負担になっている。

　■　へき地に赴任した経験の浅い医師は専門医の指導を受ける機会が少なく，
　　不安を抱えて日々の医療を行っているなどの実態があり，
　　へき地等に勤務する医療従事者のスキルアップ機会の提供は急務である。

　■　オンライン診療の初診時からの適用は，新型コロナウイルス感染症対策の
　　時限措置であり，恒久的には認められておらず，遠隔医療の広範な展開の
　　支障となることが懸念される。

直面する課題

若手医師

若手医師 患者

患者

専門医

毎月の応援診療に

往復数時間を要し，

業務の負担

住み慣れた地域の病院で

専門的な医療を望む声

専門医の症例に即した

指導により，医療技術の

スキルアップを希望

地域医療の課題

患者からは

専門医は

若手医師は

医療機関，

診療科の偏在
医師不足
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　

　■　「５Ｇ」を活用し，リアルタイムで高精細な医療映像を
　　伝送する仕組みを構築することで，距離が離れた医療機関において，
　　対面診療と同等の診療効果が得られたことから，
　　さらに遠隔救急医療への展開を図っていく必要がある。

　・　「５Ｇ」環境下で，リアルタイムで高精細な医療映像により，対面診療に
　　近い形で行われるオンライン診療について，恒久的に初診時からの診療を
　　認めるとともに，単価アップなど診療報酬の見直しを行うこと。

　■　次世代の移動通信システムである「５Ｇ」は，「Society5.0」を
　　実装するためのツールとして，超高速・超低遅延・多数同時接続の
　　特性を有することから，遠隔医療に最大限活用し，
　　地域の医療格差解消に向け，取組みを進めていく必要がある。

　・　「地理的ハンディ」を克服し，質の高い医療を地域で提供するため，
　　先進的な取組みを進める本県をモデル地区に指定し，その成果を基に
　　「５Ｇ」を活用した遠隔医療の全国展開を進めること。

　■　「５Ｇ」を「４Ｋ映像」等と組み合わせ，
　　へき地等の医療機関でも専門医等の指導が常に受けられる環境を構築し，
　　患者の住み慣れた地域での専門医療の受診，医師の働き方改革や
　　医療従事者のスキルアップを推進する必要がある。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言② オンライン診療の算定基準や単価アップなど

診療報酬の見直し

提言① 先進的な取組みを行う自治体のモデル地区指定を基に

「５Ｇ」を活用した遠隔医療の全国展開

将来像

安心して暮らし続けられる医療提供体制の構築

地方創生の新次元展開に向けて

県立海部病院 県立中央病院

５Gを活用した遠隔医療の実証実験

患者総合診療医

５Ｇ商用化基地局を

活用した遠隔医療の

実証実験は 国内初

実施期間：令和２年１月１４日～２月１４日

本県の取組み

糖尿病専門医

糖尿病に加え，内視鏡，

エコー，救急分野でも

実証実験を実施

「遠くの病院に

行かなくても

診療が受けられ

ありがたい」

「対面診療と

変わらない」５G

遠隔診療支援を

実施
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32　Society5.0におけるEdTechを活用した教育の推進について

主管省庁（内閣官房，内閣府，総務省，経済産業省，文部科学省初等中等教育局）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業　500百万円
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P75，P76）
　◇　地域におけるSociety5.0の推進
［政権与党の政策方針］
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P41）
　◇　教育の情報化の推進
　　・　子供たち一人ひとりの力を最大限引き出す教育環境を実現

県担当課名　　総合教育センター
関係法令等　　学校教育法，学習指導要領

　■　ＧＩＧＡスクールの実現により，児童生徒１人１台ＰＣ端末を利用できる環
　　境が構築される好機を捉え，５Ｇを戦略的に活用し，教職員の個々の児童生徒
　　に対する指導力をより一層向上させる必要がある。

　■　学校の教育活動に関するデータは様々な目的で収集されているが，重複デー
　　タも多く校務処理の負担を増加させるとともに，調査データが一元的に集約さ
　　れていないことから，簡単にデータを抽出し関連性をより一層分析・活用する
　　必要がある。

直面する課題

教員のＩＣＴ活用指導力向上と教育データの活用が必要

GIGA：Global and Innovation Gateway for All

学校

全国学力・学習状況
調査データ

教育委員会

ＩＣＴ支援員の育成・確保のための調査研究成果報告書
（2018年 日本教育情報化振興会）

ＩＣＴを活用し

た授業づくりを

どのように指導

したらいいんだ

ろう

学校保健統計データ

学校基本調査データ

平成30年度学校における教育の情報化の実態等に関する調
査 ～教員のICT活用指導力～ （2020年文部科学省）

デジタル教科
書はどのよう
に活用したら
いいんだろう

学校から収集したデータが

ばらばらに管理されていて

使いづらいなあ

-63-



【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　学校が保有する教育ビッグデータを専門機関の知見を用いて分析し，学校や
　　児童生徒個人にフィードバックするとともに，教育施策に反映するモデルを創
　　設し，その実証フィールドとして本県を指定すること。

　・　ＧＩＧＡスクール構想で整備されるＩＣＴ環境と，ローカル５Ｇを融合した
　　新時代の学校ＩＣＴ環境を構築し，教育活動にＶＲ・ＡＲ，ＡＩ，ビッグデー
　　タをフル活用する個別最適化モデル事業を創設し，その効果を検証するための
　　実証フィールドとして本県を指定すること。

　■　高速・大容量，低遅延，多数同時接続が可能な新時代の学校ＩＣＴ環境を，
　　教職員が計画的かつ組織的に活用し，個別最適化された教育活動を実践するた
　　めの指導体制を充実すべきである。

　■　学校がEdTech活用により収集した教育ビッグデータを，専門的な機関と連携
　　し分析することで，学習意欲低下，健康管理，生活指導等の諸課題に対し予防
　　や早期発見につなげられる環境を構築すべきである。

地方創生の新次元展開に向けて

ＧＩＧＡスクール構想で整備されたＩＣＴ基盤

ローカル５Ｇ時代の

学習環境

データに基づく課題解決推進

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 新時代の学校ＩＣＴ環境活用推進事業の創設

提言② 専門機関と連携した教育データ活用モデルの創設

将来像

Society5.0時代に活躍するチェンジメーカーの育成

専門機関

GIGAスクールとローカル５Gの融合による学びの新次元モデル

教員のＩＣＴ活用指導力向上

EBPM推進
指導プログラム開発
（教員の働き方改革）

個々の分析
データの提供

教育委員会各課で
新たな施策を企画 連携

ビッグデータ・ＡＩ
を活用したデータ分析

ICT活用支援 GIGAスクールサポーター

（※アクティブシニア活用）

施策の展開

授業づくり提案

学校

 限られた範囲
での交流学習

 子供の詳細な
学びの記録と
分析・データ化
が不足

 黒板と紙の資料
を使った指導が
中心

高速・大容量，低遅延，多数同時接続

データ確認

自宅

従来の学校教育
Class-Labo

教材

考え方･解答

「個別最適化された学び」の実現

交流学習の展開

による知見の深化
先端技術の活用

による探究心向上

ビッグデータ・ＡＩの活用
による学力向上

新時代の学校

部活動の遠隔指導

などにも活用可能

例：演奏指導
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33　「大阪・関西万博」を契機とした関西・日本の
　　活力向上について

主管省庁（内閣官房，内閣府，総務省自治財政局，経済産業省商務情報政策局，
国土交通省道路局，鉄道局，自動車局，海事局，港湾局，航空局）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　国際博覧会事業　　34.0億円
［政権与党の政策方針］
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P5，P13）
　◇　大阪・関西万博の成功へ
　　・　政府，経済界，地元自治体と連携し，オールジャパンの体制で成功に向けて

取り組む。
　◇　「クールジャパン戦略」の推進
　　・　2025年大阪・関西万博の誘致を見据えて，特に衣食住に関する文化，伝統など

わが国の持つ魅力を積極的に海外に発信するとともに，それによる海外展開や
海外来訪者の受入れを促進する。

県担当課名　　総合政策課広域行政室，運輸政策課，次世代交通課
関係法令等　　平成37年に開催される国際博覧会の準備及び運営のために必要な特別措置
　　　　　　　に関する法律

  ■　人口減少が加速する中，関西においても人口の転出超過が続くとともに，
　　企業の本社数もシェアが低下している。

  ■　「Ｇ２０大阪サミット」，｢ワールドマスターズゲームズ２０２１関西」や
　　「東京２０２０オリンピック・パラリンピック」に続く，
　　「２０２５年大阪・関西万博」の開催により，インバウンドの更なる増加が
　　見込まれ，これらのレガシーを継承するための「関西の成長戦略」を描く必要が
　　ある。

  ■　首都圏から関西圏へ跨がる巨大都市圏「スーパーメガリージョン」の形成が
　　見込まれる中，アジアとの結びつきの強い関西が，アジアとの「ハブ機能」を
　　担い，関西の活力が，日本の活力向上に繋がるよう取組みを進める必要がある。

直面する課題

外国人入国者数推移（関空・成田）

関空から入国する
外国人(地域別)

【2018年】
・アジア 92％
・その他 ８％

ラグビー・

ワールドカップ2019

東京2020

オリンピック

パラリンピック

ワールドマスターズ

ゲームズ

2021関西

国 際 ス ポ ー ツ イ ベ ン ト の 開 催

2025

アジアとのハブ機能

2030年代
さらに未来へ

中部圏 首都圏関西圏

人・モノ・

資金・情報

対流

アジア

関西の元気が
日本の元気に！

2019年2018201720162013

関西のレガシー

G20大阪サミット

発信・伝承

～

(R元.9.20-11.2)
(R3.7.23-)

(R3.5.14-)
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　・　２０２５年日本国際博覧会協会が策定する「基本計画」において，開催地である
　　関西をはじめ近隣自治体が参加しやすい環境を整えるとともに，地方の魅力を
　　十分に発信できるよう，万博出展に対する積極的な支援を行うこと。

　・　より多くの人が万博に魅力・関心を持てるよう，自治体や民間などが実施する
　　「大阪・関西万博関連イベント」開催に要する経費について，
　　助成制度の創設や特別交付税措置の対象に加えるなどの財政支援を講じること。

　・　万博を契機として，大阪湾ベイエリア全域の陸海空の交通体系のレガシーを
　　創出するため，国家戦略としてインフラ整備を促進すること。

　■　「大阪・関西万博」の開催において，国，自治体，民間企業等がテーマ，
　　コンセプトに基づいた，参加しやすい環境の整備をすべく，「２０２５年に
　　開催する国際博覧会関係閣僚会議」等において協議を進める必要がある。

　■　「大阪・関西万博」においても，関西そして日本の活力を世界にアピールする
　　契機とすべく，万博が目指す「ＳＤＧｓ達成＋beyond」や，「３つのLives」に
　　向けた各種施策やプロジェクトなどを連動させる必要がある。
　　　　　※「３つのLives」：Saving Lives,Empowering Lives,Connecting Lives

　■　インバウンド効果を関西全域に波及させるため，高速交通ネットワークの
　　充実や海上交通など，人・モノ・資金・情報が対流する環境を整備する必要
　　がある。

夢洲

兵庫

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 「大阪・関西万博」に参加しやすい環境の整備

提言② 各地域の「大阪・関西万博関連イベント」に対する財政支援

将来像

「関西」が，世界の持続可能な社会の共創の中心として，
「日本の元気」を牽引

地方創生の新次元展開に向けて

提言③ 大阪湾ベイエリアの陸海空の交通体系のレガシー創出

大阪湾ベイエリア・交通網の充実

敦賀

リニア中央新幹線
淡路島

大阪国際空港

名古屋

関西国際空港

徳島阿波おどり空港
南紀白浜空港

神戸空港

◎夢洲

京都大阪・夢洲

海上交通

２０２０年「海上交通」

実証運航の実施

地域の魅力を結集

徳島

鳥取

和歌山

奈良

京都

滋賀

鳴門の渦潮

世界農業遺産

農村舞台

阿波おどり

徳島

新大阪
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34　交流促進による文化芸術の継承・発展について

主管省庁（内閣官房，内閣府，文部科学省文化庁）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　我が国の文化芸術の創造力向上と新たな価値の創出 70億円
　◇　文化資源の磨き上げによるインバウンドのための環境整備 98億円
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P60-P61）
　◇　地域資源を活かした個性あふれる地域の形成
　　・　多様な地域の資源を活かしたコンテンツづくり
【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P55）
　◇　世界に誇るべき「文化芸術立国」の創出
　　・　国内外への発信強化などによる文化を通じた日本経済の活性化

県担当課名　　県民文化課
関係法令等　　文化芸術基本法

　■　文化芸術活動の自粛が長期化すると，これまでの鍛錬の成果が後退し，
　　育成された担い手が活動を止めたり，文化施設の運営が行き詰まるなど，
　　回復できなくなるまで，文化芸術が衰退する恐れがある。

　■　地方では，都市部のプロアーティストと地元アマチュア等との技能交流に
　　取り組んできているが，感染拡大で交流が途絶えるとともに，
　　プロアーティストの収入減の一因にもなっている。

　■　新型コロナウイルスの感染拡大により，人の動きが制限され，社会が極度に
　　停滞したことにより，文化芸術のアーティストや団体，関係するフリーランス，
　　施設運営者等は経済的，精神的に大きな打撃を受けている。

　■　感染収束後，人の交流が再開される際に，有名観光地や都市部を中心とした
　　大型イベント等に人々が集中してしまい，反転攻勢の効果が，
　　地方，そして文化芸術の分野に行き渡らない恐れがある。

直面する課題

文化芸術関係者の「生の声」

１日稽古しなければ技術を

取り戻すのに３日かかる

何か目標がないと、ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝが

下がり、続ける気力がなくなる

普段、多忙でできないことを

今後のために、今やっておく

「特定警戒都道府県」以外でも

イベント等は、軒並み自粛となり、

文化の「灯」が消えかかっている

農村舞台

伝統の継承と地域のにぎわい

にも大きな影響が出ている

三味線教室

文化ホール
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　オンラインで人と人，地域と地域をつなぎ，文化芸術の技能交流や発信を
　　行うなど，文化芸術継続の危機を，IoT，5G等の新技術で解決し，新たな価値を
　　創造するという，Society5.0の実現に向けた取組が必要である。

　・　文化芸術団体等が全国各地での公演を企画するに当たっての，会場情報等の
　　共有化やコーディネート窓口の設置を行うこと。

　■　社会の停滞により，活力が失われつつある日本が反転攻勢を果たすためには，
　　人々の交流やにぎわい創出の源となる，文化芸術の「力」が必要不可欠で
　　あり，これらを継承し，さらに発展させる取組が必要である。

　■　反転攻勢時においては，文化芸術団体が全国各地に出向き，
　　伝統芸能や祭り等の公演を行うとともに，地域の魅力をＰＲすることにより，
　　人の交流を促進するするなど，「文化と経済の好循環」を図る必要がある。

　・　反転攻勢時における，文化芸術の全国各地での公演など，地域の魅力を
　　発信し，人の交流を促進する取組への支援を充実させること。

　■　文化芸術の担い手となる子供たちについて，「GIGAスクール構想」により，
　　児童生徒１人１台端末が整備されることから，この環境をオンラインによる
　　文化芸術などのクラブ活動にも活用するべきである。

　・　公演等を自粛することにより，経済的ダメージを受けたアーティストや
　　団体，フリーランス，施設運営者等に対する強力な支援を行うこと。

　・　オンラインでの演奏（技能）指導や無観客公演等のｗｅｂ発信に必要となる
　　技術の更なる向上やハード環境の充実強化を図るとともに，学校のタブレット
　　端末等の文化芸術活動への有効活用を促進すること。

文化芸術の交流による「文化と経済の好循環」

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 文化芸術の継承にかかる支援

提言② 反転攻勢時の文化芸術による交流の促進

将来像

地方創生の新次元展開に向けて

徳島県の先進的な取組 オンライン化による

演奏指導の新しい手法

オーケストラ

キャンプ※１

※１ 都市部等のプロ音楽家による

県内アマチュア演奏者への指導と交流

※２ 農村舞台の伝統的な舞台美術

「襖からくり」を４Ｋ映像化したコンテンツ

デジタル襖からくりと

阿波人形浄瑠璃の共演
GIGAスクール構想

デジタル

襖からくり※２
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35　医薬品ＧＭＰ調査体制の強化について

主管省庁（内閣官房，内閣府，厚生労働省医薬・生活衛生局）

【現状と課題】

※GMP(Good Manufacturing Practice)：医薬品等の製造管理及び品質管理の基準
※PIC/S(The Pharmaceutical Inspection Convention and Pharmaceutical Inspection Co-operation
    Scheme)：医薬品査察協定及び医薬品査察協同スキーム

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　医薬品等に関する安全・信頼性の確保，薬物乱用対策

【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P18，P26）
　◇　革新的な医薬品・医療機器の実用化促進

　　・　審査・安全対策を担う機関としてPMDAの体制整備・拡充を目指す。
　◇　製薬産業に係る成長戦略推進と国民医療、健康への貢献施策の展開
　　・　製薬産業の国際化の推進をサポート

県担当課名　　薬務課
関係法令等　　医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律
　　　　　　　医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令

　■　医薬品の有効性及び安全性を確保するため，
　　ＧＭＰに基づき医薬品の製造管理や品質管理の状況について，調査を
　　行っているが，安全性等に対する県民・国民からの要求は年々高まっており，
　　調査の項目が高度化するとともにその業務量が増加している。

　■　PIC/Sに準拠した調査体制には，
　　同団体が認めた教育プログラムを履修した「リーダー調査員」が必須であるが，
　　教育プログラムは，受け入れ人数が限られている上、研修期間が長期間で，
　　かつ，首都圏での開催となっているため，参加が困難となっている。

　■　令和２年度以降，ＧＭＰ省令等の改正による調査項目の増加や調査手法の追加
　　が予定されており，更なる調査体制の強化が求められている。

　　・　医薬品，医療機器，再生医療等製品を安心して使用するための安全対策の
　　　強化，きめの細かい対応　　３億円

　　・　医薬品の品質管理や安全対策のレベル向上を図るため，医薬品，医療機器等
　　　の承認審査に関する制度を見直す。

　■　医薬品流通のグローバル化に伴い，
　　ＥＵや米国など国際的なＧＭＰ調査当局の非公式な協力の枠組みである
　　「PIC/S（ピックス）」が求める調査体制を維持することが求められている。

直面する課題

EU，米国含む

49ヶ国・地域（53当局）が加盟

⇒世界標準

※PIC/S:GMP調査当局の

非公式な協力の枠組み

PIC/S加盟国・地域

年々，輸出増加

業務量

増加・高度化

研修の

人数制限
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　本県では，監視資格を有する全職員を対象とした研修を実施し，
　　業務量増加等に対応してきたものの，更なる業務量の高度化・増加への対応は，
　　全国的な課題であり，国が主体となって、先進的技術の導入などにより，
　　効率的・効果的な調査を行うための支援を行うべきである。

　■　「リーダー調査員」を養成するため，
　　教育プログラムの開催回数を増やすとともに，受講しやすいよう開催場所，
　　開催方法の見直しを行うことが必要である。

・　ＡＩシステムを導入した調査時の効果的な助言，調査後の効率的な
　レポート作成などを支援する「調査支援システム」の構築を行うこと。
・　全国の調査データを集約し，各自治体の調査時に活用できるよう整備すること。

・　国が講師（ベテラン調査員）を派遣することで、本県など事業所が多く
　現場での実地研修環境が整った地方でも教育プログラムを開催すること。
・　研修期間の短縮等につながるｅ－ラーニングやサテライト研修など、
　地方でも受講しやすい内容とすること。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 効果的な調査を推進するための支援システムの構築

提言② ＧＭＰ教育プログラムの見直し

将来像

地方創生の新次元展開に向けて

国際競争に勝ち抜く高品質な医薬品の供給を実現！

高品質な医薬品を

世界へ供給

徳島県をフィールドとして活用

ベテラン調査員を派遣！

現場での実地研修！ サテライト研修！ 調査支援システム

AI

全国の調査レベルの

均一化・高度化

Report

・・・・・・

国
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